
【１】厳しい経営環境を克服するための資金繰り支援・価格転嫁対策

中小企業対策費
令和4年度 令和5年度+令和4年度第2次補正

1,095億円 1,090億円 + 1兆1,191億円

＜資金繰り支援＞
中小企業等の資金繰り支援【2,981億円】 (財務省計上分212億円含む)
新たな借換保証制度、経営者保証を徴求しない創業時の信用保証制度を創設。金利引下げ、資本性劣後ローンの供給等を継続。

日本政策金融公庫補給金【146億円】
日本政策金融公庫からの融資における金利を引下げるため、利子補給を実施。

中小企業信用補完制度関連補助・出資事業【35億円】
信用保証制度等を通じた資金繰り支援を実施。

＜価格転嫁対策＞
中小企業取引対策事業【24億円】＋ 【5億円】
価格交渉促進月間のフォローアップ、下請Ｇメン(300名へ増員)等による取引実態の把握、下請かけこみ寺での相談対応等を実施。

⚫新たな借換制度の創設や金利引下げ、資本制劣後ローンの共有等を通じて、業況が厳し

い中小企業・小規模事業者等の事業継続を支援する。また、価格交渉月間や下請Gメン

等を活用して取引適正化を実現し、持続的な賃上げの原資となる収益を確保する。

当初

基本的な課題認識と対応の方向性

⚫新型コロナの長期化、原材料・エネルギー価格等の高騰により厳しい経営環境に置かれて

いる中小企業・小規模事業者等に対する資金繰り支援や価格転嫁対策等に万全を期す。

⚫ その上で、激変する産業構造の中で「成長と分配の好循環」を実現するために必要不可

欠な「成長志向の中小企業・小規模事業者」の創出に向け、挑戦・自己変革を後押しす

るための予算・税等の政策措置を総動員する。また、自治体と連携した、地域経済を牽引

し、地域課題を解決する企業の取組を加速化する。

中小企業・小規模事業者・地域経済関係予算等のポイント
（令和4年度第2次補正・令和5年度当初）

補正

当初

補正当初

＜事業再構築・生産性向上＞
中小企業等事業再構築促進事業【5,800億円】
新型コロナの影響を大きく受けながらも新分野展開、業態転換等の事業再構築に挑戦する中小企業等を支援。また、サプライチェーン強
靱化枠を新設。

中小企業生産性革命推進事業【2,000億円】 ※国庫債務負担含め総額4,000億円
（①ものづくり補助金、②小規模事業者持続化補助金、③IT導入補助金、④事業承継・引継ぎ補助金）
設備投資、IT導入、販路開拓、事業承継等への補助を通じた、中小企業・小規模事業者の生産性向上等に向けた取組を支援。

国際情勢の変化を踏まえた原材料安定供給対策事業【55億円】
ウクライナ情勢の変化により、供給途絶リスクが生じている原材料の安定供給対策のため、国内生産拠点等の確保を支援。

＜DX・GX・海外展開＞
地域未来DX投資促進事業【15億円】＋ 【事業環境変化対応型支援事業の内数】
地域企業のDX実現に向け、産学官金が参画する支援コミュニティの支援活動や新事業の創出に向けた実証事業等を支援。

グリーントランスフォーメーション対応支援事業 ※中小機構交付金の内数
中小機構への相談窓口の設置や支援機関の人材育成等により中小企業・小規模事業者のカーボンニュートラルに向けた取組を支援。

中小企業国際化総合支援事業【5億円】
海外展開を目指す中小企業等１万者支援に向けて、中小機構が戦略立案・具体化等を伴走型ハンズオンで支援。

＜研究開発＞
成長型中小企業等研究開発支援事業(Go-Tech事業)【133億円】
大学等と連携して行う研究開発やAI/IoT等の先端技術を用いた革新的なサービスモデル開発等を支援。

【２】成長分野等への挑戦に向けた投資の促進

⚫内外の環境激変によって既存のサプライチェーンが流動化する中、生産性向上・再構築等

に向けた設備投資を積極的に行う中小企業・小規模事業者等を後押しするとともに、

DX・GX推進や海外展開等による新たな市場獲得を支援する。
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佐野商工会議所会員事業所の皆様へ



⚫経営力再構築伴走型支援モデル等を活用し、中小企業・小規模事業者に対する強力な

経営支援を行うとともに、企業における人材確保に向けた戦略策定等をサポートする。
＜人材育成・マッチング＞
中小企業・小規模事業者人材対策事業 【8.2億円】
経営課題解決に資する人材確保のため、企業の戦略策定やコンソーシアムによる人材確保支援体制の整備を支援。

＜相談体制の強化(伴走支援含む)等＞
事業環境変化対応型支援事業【113億円】
商工会・商工会議所等の相談対応の強化や指導員向け講習、よろず支援拠点コーディネーター増員等による体制強化、地域企業のDX   

促進支援等を実施。

中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業【37億円】
各都道府県によろず支援拠点を整備するなど、中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対応するための体制を整備。

小規模事業対策推進等事業【54億円】
商工会・商工会議所等を通じて行われる小規模事業者への経営相談や販路開拓等のサポートの体制を整備。

＜その他＞
工業用水道事業費補助金 【20.0億円】+       【15.0億円】
地域の産業インフラとして重要な工業用水について、事業者が実施する工業用水道施設の強靱化を支援

なりわい補助金(令和2年7月豪雨)、グループ補助金(令和3・4年福島県沖地震)の継続措置【209億円】

⚫地域活性化に向けて、地方自治体等と連携し、地域課題の解決に取り組む中小企業・

小規模事業者等を支援する。

【４】地域課題解決に向けた取組への支援の拡充等

【５】伴走支援・人材確保支援等

地方公共団体による小規模事業者支援推進事業【11億円】
地方公共団体と連携し、地域の実情を踏まえた小規模事業者による販路開拓・生産性向上に向けた取組を支援。

地域の持続的発展のための中小商業者等の機能活性化事業【3.5億円】
地方公共団体と連携し、中小商業者等によるテナントミックスの実現に向けた施設整備やまちづくり人材の育成等を支援。

面的地域価値の向上・消費創出事業【10億円】
成長意欲のある商店街等による、自らの魅力・地域資源等を活かした滞留・交流空間の整備や、消費を創出するための事業等を支援。

地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業【7.7億円】
地域内外の関係主体と連携し、地域課題解決と収益性との両立を目指す取組や、地域一体で人材育成を行う取組等を支援。
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⚫創業・事業承継・引継ぎ(M&A)を契機として挑戦する中小企業・小規模事業者等を支援

するため、創業の借入時に経営者保証を不要とする保証制度の創設、後継者同士のつな

がり強化、事業承継・引継ぎを支援する体制の整備等を行う。
後継者支援ネットワーク事業【2.1億円(新規)】
家業を活かした新規事業アイデアを競うピッチイベントを開催するとともに、それに係る事業の磨き上げを支援する。

中小企業活性化・事業承継総合支援事業【157億円】＋ 【67億円】
中小企業活性化協議会による事業再生支援、事業承継・引継ぎ支援センターによる円滑な事業承継・引継ぎ支援等を実施。

事業承継・引継ぎ補助金（再掲） ※中小企業生産性革命推進事業の内数

経営者保証を徴求しない新たな創業時の信用保証制度の創設【121億円】 (財務省計上分97億円含む)
※資金繰り支援（2,981億円）の内数

【３】創業・事業承継を通じた挑戦・自己変革の推進
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中小企業経営強化税制（延長）
経営力向上計画に基づく設備投資について即時償却又は税額

控除を可能とする措置を延長

中小企業投資促進税制（延長）
生産性向上に向けた一定の機械装置等の取得等について特別

償却又は税額控除を可能とする措置を延長

地域未来投資促進税制（拡充・延長）
地域経済を牽引する企業の設備投資について特別償却又は税

額控除を可能とする措置を拡充・延長

中小企業技術基盤強化税制（拡充・延長）
中小企業の試験研究費の一定割合の税額控除を可能とする
措置を拡充・延長

税制改正事項
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法人税率の軽減（延長）
所得の800万円まで法人税の税率を19％から15％に軽減する措

置を延長

生産性向上・賃上げに資する中小企業の設備投資に
関する固定資産税の特例（新設）
生産性向上や賃上げに向けた新規の設備投資について固定資産

税を軽減する措置を新設

中小企業防災・減災投資促進税制（拡充・延長）
災害や感染症の事前対策に資する設備投資について特別償却を

可能とする措置を拡充・延長
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税

税

当初 補正


